
インド政府、暫定予算案(FY2019-20)を発表～法人税率に変更なし

In brief  

インド政府は 2019 年 2 月 1 日、FY2019-20 年度の暫定予算案(Interim Budget)を発表しました。

ゴヤル暫定財務相は下院議会で「これは単なる暫定予算ではなく、国家の発展のための手段だ(This

is not merely an Interim Budget, but a medium of

the country's development journey.）」と述べたものの、税に関する改正は小規模に留まりました。主な

内容は以下のとおりです。

法人税 

法人所得税率に変更なし 

売上高 25憶ルピー以下の国内中小企業向け法人税率の引き下げ措置（30％から 25％）を継続 

個人所得税 

個人所得税率に変更なし 

年間所得が 50 万ルピー以下の個人は非課税に 

給与所得者の基礎控除が 4 万ルピーから 5 万ルピーに引き上げ 

その他 

向こう 2 年で テクノロジーのさらなる利用により、申告書処理や還付を迅速化。また、納税者と調査官

の対面の機会を減少させ、透明化を向上させる 

詳しくは下記(英文)をご覧ください。   

https://www.pwc.in/assets/pdfs/budget/2019/interim-budget-2019-highlights.pdf 

下記までお気軽にお問い合わせください。  

■デリー／グルガオン

ディレクター 古賀 昌晴 （ムンバイ兼務） 

Direct: +91 (0)124 330 6531 / Mobile: +91 (0) 9650388830 

masaharu.koga@pwc.com 

アソシエイトディレクター 中間 雅彦

Mobile: +91(0)8860932929(India) / +81-(0)80-1226-6207(Japan)

masahiko.nakama@pwc.com



アソシエイトディレクター 笠井 周(プネ／アーメダバード兼務)(日本国会計士)  

Direct: +91(0)124 4620442 / Mobile: +91(0) 9560106683  

chikashi.kasai@pwc.com 

 

マネージャー 高木 貴文 

Direct: +91 (0)124 330 6824/Mobile: +91(0)7303848999 

takafumi.takagi@pwc.com    

 

マネージャー  多田  千香子 

Mobile: +91(0)8860160735 

chikako.tada@pwc.com 

 

アソシエイト 芦田 千尋  

Mobile: +91(0)9910397025  

chihiro.ashida@pwc.com 

 

シニアアナリスト アマン ソラン（日本語可） 

Mobile: +91(0)9718880415 

aman.soran@pwc.com  

 

■バンガロール(ハイデラバードおよびチェンナイ兼務) 

マネージャー 戸原 英則  (日本国公認会計士) 

Direct: +91 (0) 80 4079 4118 / Mobile: +91 (0) 9902026401  

tohara.hidenori@pwc.com 

 

■ チェンナイ 

アソシエイト 山崎 嘉夫 

Direct: +91 (0)44 6607 5328 / Mobile: +91 (0) 9962817839  

yoshio.yamazaki@pwc.com 
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